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A. 問題と目的 

障害者総合支援法が施行されて以降、障害福祉

サービスを利用する際の手続きや、計画相談を担

う相談支援専門員の研修制度等が整備されつつ

ある。障害福祉サービスを利用するにあたっては、

相談支援事業所が計画を作成する場合と、利用者

やその家族（障害児の場合、保護者）が自ら計画

を作成する場合（以下、セルフプラン）とがある。 

計画相談の実施状況には現在も地域差があり、

セルフプランを作成する利用者の割合が高い地

域が存在することが報告されている（忠澤，2016；

鈴木，2020）。セルフプランを利用する背景や、

セルフプランが抱える課題について整理するこ

とは、相談支援の在り方について見直すにあたっ

て、重要な取り組みと考えられる。 

そこで、本稿では、自治体、相談支援専門員、

保護者という、相談支援に関わる複数の立場から、

セルフプランの現状と課題を分析し、そこから考

えられる相談支援の課題について考察を行う。 

 

B. 対象及び方法 

1. 対象者 

自治体職員 6 名、相談支援専門員 21 名、障害

福祉サービスを利用している障害児の保護者 13

名を対象とした。 

 

【研究要旨】 
本研究では、セルフプランの現状と課題を整理することを目的に、自治体職員、相談支援専

門員、障害福祉サービスを利用している障害児の保護者を対象におこなった面接調査の分析を

おこなった。分析の結果、セルフプランの背景に、相談支援事業所や相談支援専門員の不足の

問題があること、それに伴って、手続きに時間を要するためにやむを得ずセルフプランを選択

している利用者がいることが示唆された。今後は、ハード面の整備に加えて、研修体制のさら

なる充実など、ソフト面の整備もおこない、相談支援全体の質の向上を図り、障害児本人とそ

の保護者とが良好な関係を築いていくことが重要である。 
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2. 方法 

研究班が作成したヒアリングシートのうち、

「セルフプランについてどのように感じるか」

という項目への回答を分析した。分析は、KJ 法

を援用しておこなった。 

 

（倫理的配慮）本研究は、大正大学研究倫理委員会

の承認を受けて行われた（20‐04 号）。実施に際

しては、研究参加者に書面と口頭で研究内容につ

いて説明し、書面で同意を得た。 

 

C. 結果と考察 

分析の結果、「機能的なセルフプラン」、「サー

ビスの質の問題」、「保護者の負担」、「相談支援

事業所側の要因」、「相談支援事業所と保護者の関

係性要因」の 5 つのグループが見いだされた。KJ

法による分類の結果を Figure1 に示した。 

セルフプランをおこなっている理由について、

「相談支援事業所側の要因」と、「相談支援事業所

と保護者の関係性要因」の 2 つのグループが得ら

れた。「相談支援事業所側の要因」グループには、

「相談支援事業所が見つからない」、「相談支援事

業所の混雑」、「緊急性がある時のみ活用すべきで

ある」（計画相談の場合時間を要する）などのハー

ド面の問題が含まれた。加えて、「相談員の質が低

くて、セルフプランを選択している人が一定数い

る」など、ソフト面の問題も挙げられた。「相談支

援事業所と保護者の関係性要因」グループには、

「相談支援事業所とのかかわりが煩わしい」、「保

護者によっては関わってほしくないという人もい

る」が含まれた。相談支援事業所側のハード、ソフ

ト面の課題からやむを得ずセルフプランを選んで

いる場合があること、事業所側の課題と保護者自

身の特徴との相互作用の中で、セルフプランを選

択している場合があり、改善が必要であることが

示唆された。 

一方で、前提となる条件があるものの、「機能的

なセルフプラン」に関するグループが見いだされ

た。前提となる条件には、「当事者が作成すること

で本人たちの力が引き出される」、「親がしっかり

マネジメントできるなら、一部可能」のように保護

者のセルフマネジメント力を挙げている場合と、

「サービス内容によっては問題ない場合もある」

のように、受けるサービス内容を挙げている場合

とがあった。また、保護者からも、「親が自分で情

報を集めるのは大切なこと」といった意見が挙が

っており、セルフプランにもポジティブな側面が

あることが推察される。ただし、前提として挙げら

れている保護者のマネジメント力を誰がどのよう

にアセスメントするか、サービス内容を誰がどの

ように確認するかなど。制度面の課題が残る。 

また、セルフプランが抱える課題として、「受け

られるサービスの質への懸念」と「保護者の負担」

の 2 つのグループが抽出された。障害児支援の計

画作成には、幅広い情報や客観的な視点、ニーズの

整理が必要であり、保護者にとって大きな負担に

なり得ること、結果的に、障害児本人が最適なサー

ビスを受けられない可能性が高まることが読み取

れる。このことからも、事業所側の要因でセルフプ

ランを選択せざるを得ない状況を改善することが

急務であると言えるだろう。 

 

D. まとめ 

本稿では、自治体、相談支援専門員、保護者とい

う異なる立場からのセルフプランについての考え

を分析することで、セルフプランの現状と課題に

ついて示した。 

調査の結果、セルフプランの背景には、相談支援

事業所や相談支援専門員の不足、それに伴って、手

続きに時間を要する現状が課題としてあることが
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示唆された。ハード面の整備に加えて、研修体制の

さらなる充実など、ソフト面も整えることで、相談

支援全体の質の向上を図り、障害児本人とその保

護者とが良好な関係を築いていくことが肝要であ

ると言えるだろう。 

また、分析結果から、保護者の積極的な関与を促

すなど、セルフプランにはポジティブな側面もあ

ることが想定されるが、セルフプランをおこなう

場合であっても、モニタリングに代わる定期的な

計画の見直しの機会を設けたり、情報提供の窓口

を設けるなど、いずれかの相談窓口につながるこ

とが可能な制度づくりが重要であろう。 
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